
　菊川市高齢者配食サービス事業実施事業者認定要領
　（趣旨）

第１条　この要領は、菊川市高齢者配食サービス事業実施要綱（平成17年菊川市告示第49号。以下「要綱」という｡)に定める配食サービス事業を適切に実施できる事業者として社会福祉法人、給食業者等を認定するために必要な事項を定める。

　（認定申請等）

第２条　配食サービス事業の実施を希望する事業者は、配食サービス事業者認定申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる事項が分かる資料を添えて、市長に申請するものとする。

　(1) 食品衛生法（昭和22年法律第233号）による営業許可等を受けていること。

　(2) 管理栄養士による献立の作成ができること。

　(3) 要綱第４条に規定する対象者の状態や栄養バランス等に配慮した食事の提供ができること。

　(4) 配達時における対象者の緊急事態等に係る市及び関係機関への連絡・通報手段に関すること。

　(5) 事故等により営業停止等の処分を受け、配食サービス事業の実施が困難になった場合の対応方法並びに市及び関係機関への連絡・通報手段に関すること。

　(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めたこと。

２　市長は、前項の規定による申請を受理したときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは、配食サービス事業者認定通知書（様式第２号）により当該事業者に通知するものとする。

３　前項の規定による認定の有効期間は、当該事業者がサービスを開始しようとする日の属する年度の３月31日までとする。
　（委託契約）

第３条　市長は、前条の規定による認定を受けた事業者と委託契約を締結し、配食サービス事業を実施するものとする。

２　委託を受けた事業者（以下「委託事業者」という｡)は、配食サービス事業として要綱第10条に定める業務を実施する。

３　市長は、委託事業者に対し、対象者への配達費用及び見守り費用として１人１回当たり300円（税込み）を支払うものとする。
　（申請内容の変更）

第４条　第２条第１項各号に掲げる内容に変更が生じたときは、配食サービス事業変更届出書（様式第３号）に変更内容が分かる資料を添えて、市長に提出するものとする。

　（事業報告）

第５条　委託事業者は、毎月10日までに前月分の配食サービス事業の実績について、配食サービス事業報告書（様式第４号）に利用者ごとの配食サービス利用者状況連絡表（様式第５号）を添えて、市長に報告しなければならない。
　（支払い）

第６条　市長は、前条の事業報告書に基づき、委託費を支払うものとする。

　（認定の取消し）

第７条　市長は、委託事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該委託事業者の認定を取消し、当該委託事業者に対し配食サービス事業者認定取消通知書（様式第６号）により通知するものとする。

　(1) 第２条第１項第１号、第２号及び第３号に掲げる条件を満たさなくなったとき。

　(2) 利用者に対し、不正な行為により配食サービスを提供したとき。

　(3) 当該配食サービス事業にかかわらず、事業者として営業停止処分となるような事故、犯罪行為、違反行為等があったとき。

２　市長は、前項に定めるような事態になった時は、委託事業者との委託契約を破棄し、配食サービス事業を停止するものとする。この場合において、当該事業者は、速やかに代替事業者の手配など、利用者への影響を最小限に留めるための措置を講じなければならないものとする。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この告示は、平成30年４月１日から施行する。

　（準備行為）

２　第２条の規定に基づく事業者の認定に関し必要な行為は、この告示の施行日前においても行うことができる。
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